
序章 
 

本研究プロジェクトの目的 
 

黒崎岳大 
 

要約： 
 近年、パプアニューギニアやフィジーを含めた太平洋に散在する小島嶼国(太平洋

島嶼国)に対し、日本を含めた周辺ドナー国から強い注目が向けられ始めている。そ

れまで国際市場から離れ政治的にも経済的にも周縁におかれてきた同地域は、環境

問題をはじめ、海底鉱物資源や安全保障の点からも無視できない存在となり、国際

場裏でも発言力を高めている。その一方で、国家運営上必要な財政あるいは人材の

欠如、また土地問題などの伝統的な秩序が維持されていることになる経済開発の未

実行など、国家の脆弱性という課題は抱えたままである。こうした国際環境の中で、

戦後日本は一部の人類学などの学問を除き、この地域への関与も限定されており、

外交政策的にも明確な方針はとられてこなかった。しかし 1980 年代後半以降、太

平洋島嶼諸国が独立し、国際場裏に進出する中で、外交政策においては国際社会に

おける日本の安定的な支持基盤という認識が持たれ始め、この地域との関係の維持

強化を考える必要性が高まっていった。その中で生まれたのが「太平洋島サミット」

である。こうした日本の安定した支持国という認識に対して中国の進出や、米国に

よる積極的な関与などの事例を上げつつ、日本に太平洋島嶼国との関係を強化すべ

きと提言したのが塩田光喜であり、近年太平洋をめぐる政治・経済研究者からもそ

の地政学的位置からくる問題に注目すべきという意見が多くではじめている。本研

究会では、21 世紀に入って以降の国際情勢の中で、太平洋島嶼地域をめぐる諸問題、

とりわけ安全保障や経済社会開発、資源獲得などが、いかに周辺ドナー国の中で重

要視されてきているのかということを認識し、日本はこうした諸問題にどのような

スタンスで関与し、日本の外国政策の中に取り組んでいくのかを提言していくこと

を目的として研究を進めている。 
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太平洋諸島外交、海洋の「陸地化」、マイクロ・ステイツ、グレート・オーシャン・

ステイツ、中国の進出、国家としての脆弱性 
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１． はじめに 
 

2013 年 12 月 31 日、産経新聞の一面に太平洋島嶼国外交にとって画期的な日本政

府の動きがスクープされた。2014 年に、安倍晋三総理大臣がパプアニューギニア、フ

ィジー、ソロモン諸島、パラオなどを念頭に太平洋地域を訪問する計画があるという

ことである。現役の総理大臣が太平洋島嶼国を訪問するのは、1986 年に当時の中曽根

康弘総理が、安倍晋太郎外相等を引き連れ、豪州・ニュージーランドとともに、パプ

アニューギニア・フィジーを訪問して以来である。 
2012 年末の総選挙による政権交代を経て、再度総理の座に就いた安倍総理は、「ア

ベノミックス」による国内の好調な経済に支えられ、2013 年夏の参議院選挙でも過半

数を獲得する大勝利となり、順当にいけばここ 2～3 年は議会内の政局に煩わされるこ

となく、国内外の政策に取り組んでいける。とりわけ、外交問題に関しては、国内の

安定基盤があってこそ官邸主導の展開が可能となる。その意味では、中長期的な外交

政策を実施するうえでも、非常に望ましい状況となっているといえるだろう。 
現にそれを反映するかのように、就任以降のこの一年間で、東南アジア諸国をすべ

て訪問し、インドやアフリカ諸国にも意欲的に訪問し、積極的平和外交を実践してい

る。このような総理の外遊の動きをみれば、次に訪問する地域として太平洋島嶼地域

という選択肢も全く的外れなものではないだろう。 
しかしながら、このような安倍政権の動きを触れるまでもなく、2014 年は太平洋

島嶼地域に対する国際社会からの関心が強まる年となることが予想されてきた。島嶼

国最大の国でもあるパプアニューギニアとの間では、2013 年 11 月に投資保護協定が

締結し、14 年中盤には同国で産出される液化天然ガス（LNG）が初めて日本をはじめ

とした東アジア諸国に輸出される。また、域内でもっとも新しい独立国であるパラオ

は建国 20 周年を迎え、7 月には同国では 2 度目となる、太平洋諸島域内の首脳が集ま

るもっとも重要な会議、太平洋諸島フォーラム（PIF）年次会合が開催される。さらに

は、太平洋島嶼国全体では 11 の国・地域で総選挙が実施される予定となっており、と

りわけ 2006 年末のクーデタ以来、軍事政権として PIF や英連邦から資格停止を受け

ていたフィジーで、初期の予定通り、9 月までに総選挙が実施されるか、域内先進国

の豪州やニュージーランドをはじめとした周辺ドナー国はその動向に注目している

(Fraenkel and Firth (eds) 2007) 。 
このような高まりつつある周辺諸国からの太平洋島嶼国への関心の中で、安倍総理

の外遊が実現するとなれば、本来ならばまさに時宜を得たものであると大いに評価す

るべきなのかもしれない。しかしながら、太平洋島嶼国と日本の外交関係を中長期的

に調査研究してきた者たちからすれば、この動きはようやく日本政府がこの地域の重

要性に気づき始めたという冷ややかな見方が大半であり、むしろ周辺諸国の動きから
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一歩も二歩も遅れていることを懸念する声さえ聞こえてくる。とりわけ、日本が太平

洋島嶼外交により関心を高めることの重要性を認識し、比喩的な言葉を用いながら指

摘したのが、アジア経済研究所の塩野光喜であり、彼が今日の島嶼国に対する注目の

高まりを称して、しばしば利用した比喩的な概念が、太平洋島嶼国地域における「海

洋の『陸地化』」という動きである。詳細については、本章で後述するが、彼は 20 世

紀までの狭い国土の周縁に追いやられていた小島嶼国が、今世紀に入り、海洋面積の

広さを認識し、広大な海洋国家として国際場裏で重要性が増していることを指摘した。

そして、多くの周辺諸国が太平洋諸国へ関わるようになる中で、日本はすぐにでもこ

の地域への関与を強めるべきだと指摘した。 
こうした太平洋島嶼国の重要性に気づき、周辺ドナー国はすでに積極的に関与を強

めている。一つは域内ドナー国である豪州やニュージーランドであり、彼らは PIF と

いう枠組みを通じて域内でのリーダーシップを発揮してきている。また、近年もっと

も積極的に関与している国は、中国である。2000 年代半ばまでは、中国にとっては台

湾(中華民国)との間の外交関係の承認をめぐる戦いの場であった。それが今日は、フィ

ジーでのクーデタ以降の積極的な外交姿勢から明らかなように、島嶼国地域において

一段とそのプレゼンスを高めているのである。さらに、この中国の進出に呼応するよ

うに、再進出してきたのが米国である。豪州・ニュージーランドとの間で安全保障体

制を万全なものにしていたと考えていた米国にとっては、中国の進出は決して無視で

きない警戒すべき動きである。特にオバマ政権以降は太平洋外交に力を入れ、国務次

官をはじめとした政府の要人を各国に派遣し、その存在感を示している。 
以上のような、ここ数年の各国による太平洋島嶼地域への積極的な動きと比較して、

日本の太平洋島嶼国外交は、太平洋・島サミットに代表されるような非常に有意義な

外交ツールを持っていながら、必ずしも有意義に活かしきれていない。これは明らか

に 1 年余りのうちに次々と代わっていく歴代の短期政権による太平洋島嶼外交に対す

る中長期的な視点の欠如といわざるを得ないだろう。すなわち、太平洋島嶼国地域が

置かれた国際情勢を正確に把握する視点の欠如であり、また太平洋島嶼地域に対して

日本の存在感を意識させるようなオリジナルな関与のあり方の欠如である（小林 
2009）。 

本研究会では、21 世紀に入って以降の国際情勢の中で、太平洋島嶼地域をめぐる諸

問題、とりわけ安全保障や経済社会開発、資源獲得などが、いかに周辺ドナー国の中

で重要視されてきているのかということを認識し、日本はこうした諸問題にどのよう

なスタンスで関与し、日本の外国政策の中に取り組んでいくのかを提言していくこと

を目的として研究を進めている。本中間報告書は、現時点での各委員の太平洋島嶼国

への日本に認識の在り方を考えていくうえでの資料紹介や関与の在り方の一提言を発

表したものとして位置付けている。 
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２． 今日の太平洋島嶼地域における外交情勢をめぐる認識の概要－周辺諸国から

の急激な関心の高まりと国家としての脆弱性－ 
 

本研究会を始めるに当たり、各委員の研究発表を進めるうちに、現在の太平洋島嶼

国地域に対する国際場裏での関心の高まりを考えるとき、島嶼国と国際社会との関わ

りをめぐる関係をもとに 3 つの視点をもって諸課題を捉えていく必要があるのではな

いかということが確認できた。 
一つは、グローバリゼーションの周縁部に過ぎなかった太平洋島嶼国地域が、いか

に周辺ドナー国を含めた国際社会から注目されるようになっていった過程である。上

述の通り、欧米諸国から見た時に太平洋島嶼国は国際社会の周縁として認識されるに

過ぎなかった。大航海時代においても最後に植民地分割が行われた同地域は、経済的

な重要性も認識されず、戦後も独立をめぐる大きな紛争が行われることのなく、むし

ろ豪州やニュージーランドから自立を求められ、独立を強いられた存在ですらあった。

このような状況におかれていた太平洋島嶼国地域が、本研究会に散住した各委員の研

究テーマにおいても当初から注目されていたわけではなかった。そこで、各テーマに

おいて太平洋島嶼国は島嶼どのようなポジションにあったのかについて、他のアジ

ア・アフリカなどの事例と比較しながら著述することで、現在太平洋島嶼国に向けら

れている関心の高まりを改め認識できるだろう。 
二つ目は、太平洋島嶼国に注目されるに至った諸課題に注目を向けるに至った周辺

ドナー国側の政策上の思惑と、その諸課題の重要性を認識し、国際社会の中でプレゼ

ンスを高めていく太平洋島嶼国側の戦術の関係である。上記のとおり、太平洋地域に

向けられに至った背景には、その問題に関心を向けるに至った周辺ドナー国側の政策

上の思惑がある。すなわち、戦後の米ソ冷戦期の対立の最前線が欧州や中東地域であ

ったのに対して、今日の新たな超大国として中国が台頭してきたことが、結果として

太平洋島嶼国の地政学的なポジションとして重要性を高めることになった(Crocombe 
2007)。また、環境問題や防災問題に対する関心の高まりは、1980 年代以降の欧州諸

国での温暖化ガスの影響の認識への気づきや、2000 年代以降東南アジアや日本で起き

ている巨大地震や津波などの報道が大きく関与している（Barnett 2010）。それに対し

て、島嶼国側はこれらの周辺ドナー国側が重視する諸課題に対して、各国で協力して

コミュニケや宣言を作成するなどの戦術を行っている。このように、一見するとドナ

ー国側の影響を受容する立場として見られがちな太平洋島嶼国側の動きの背景にある

巧みな戦術を詳らかにしていくことは、同地域に対する認識を改めて理解する上で重

要であろう。 
三つ目は、国際社会の中で注目を浴びている島嶼国地域ではあるものの、その背景

にある国家として安定的な統治能力を持ちうるかという点からすると、脆弱性を抱え
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ているということである。ドナー国側の諸課題に迅速に反応し、国際社会の中で自ら

のプレゼンスを高める戦術を実施している太平洋諸島国であるが、その背景にはそう

した戦術を利用しなければ国家の基本的な運営すらままならない財政的あるいは人材

や制度的の脆弱性を抱えている。その問題点を認識し、その克服のために日本はどの

ような支援が可能であるかということを認識し協力していくことこそ、太平洋島嶼国

を取り巻く新たな秩序の中で、日本が存在感を一層高めることにつながっていけると

考えられる。 
この中で、後者の二つ、すなわち、近年における資源開発や安全保障等の重要性を

背景とした周辺ドナー国からの関心の高まりと、それに伴う太平洋島嶼地域の「大国

化」という点と、感化としての統治能力における国家としての脆弱性という点は、一

見すると相容れない(相反する)見方のように思われる。しかしながら、島嶼国側から見

た場合には、資源開発や周辺大国の安全保障政策をアピールすることで、同地域の重

要性を認識させて、現時点で人材的にも資金的にも不十分な国家の運営のための経済

支援(投資)を求めていく必要がある。また他方で島嶼国の持つ脆弱性という点は、すな

わちアジア諸国と比べて、国民国家としての基盤が確固とした国家基盤が整備されて

いるわけではないということを意味でいている。周辺ドナー国としても島嶼国の資源

開発や安全保障問題に入っていき、自分たちもこの地域の重要なプレーヤーとして参

加し、関与することができるのである。 
このように、太平洋島嶼地域をめぐる「海洋の『陸地化』」という問題は、島嶼国

が国家として国際社会で生きていくための戦略的アピールという面があると同時に、

旧宗主国あるいは中国などの新たな進出国のいずれもの周辺ドナー国にとって、島嶼

国との関係を通じた新たな太平洋を舞台とした国際秩序体制への影響力をめぐる戦い

の場となっていることを含んでいるのである。 
 
 

３． 日本の太平洋島嶼外交政策に対する認識と限界－外交実務と学識研究のはざ

まで－ 
 

戦後日本における太平洋島嶼国地域を対象とした研究は、文化人類学や人文地理学

の分野が中心であった。その研究対象は小島嶼部においてフィールドワークを行い、

その村落の中で行われている宗教・習俗、あるいは親族組織を中心とした社会構造に

着目する研究が主流であった。この頃は、政治学や開発経済学の分野でごくわずかの

研究者は太平洋島嶼地域に対する関心を持っていたものに、この分野の多くの研究者

にとっては有益な対象として認識していなかった。その背景には、国際社会における

同地域の認知度の低さと社会科学者が分析するに十分な資料やデータを入手できない
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ほどの情報の乏しさが主要な原因であった。 
1980 年代に入ると、日本国内でも太平洋地域への関心が高まり始める動きが見ら

れた。1979 年に大平正芳内閣により「環太平洋経済連帯構想」が提唱されたが、これ

以降「太平洋の時代」あるいは「太平洋の世紀」という言葉が使われた（小林 2013）。
しかしながら、この場合の「太平洋」という概念の中には、「環太平洋」という言葉が

いみじくも示すように、太平洋を囲む国々米国や東アジア、東南アジア、豪州などが

対象とされ、その真ん中にある太平洋島嶼国地域は関心の対象から抜け落ちていた。 
こうした事態が変化したのは 1990 年代に入ってからである。人文地理学あるいは

文化人類学の対象としか映らなかった日本での太平洋島嶼地域研究に対して、外交政

策という実務の分野からの関心が高まるようになった（石川編 1987）。1970 年代か

ら 80 年代にかけて、太平洋島嶼国が続々と独立し、国連などの国際社会に進出すると、

先進国の間でも無視できない状況を迎えるようになった（外務省戦後外交史研究会編 

1982）。日本にとっても国連の非常任理事国選挙をはじめとし、国際場裏における重要

なパートナーとして太平洋島嶼国を認識するようになると、国家としての島嶼地域に

対する関心が高まっていく。1989 年には太平洋島嶼国の地域協力機関である南太平洋

フォーラムとの間で協議をするため毎年 PIF 年次会合の代に開催される域外国対話に

参加するようになった（東 1997;片山 1998）。また、1997 年には、太平洋島嶼国の

首脳が日本に集まり、太平洋島嶼地域と日本との協力関係について話し合う太平洋・

島サミットが開催され、以後 3 年に一回開催される重要な国際会議になっていく。 
こうした実務の上での太平洋島嶼国への関心がさらに高まることになるのは、中国

の海洋進出である。1990 年代後半より、太平洋島嶼国は中国と台湾（中華民国）との

間で外交関係をめぐり熾烈な争いが繰り広げられてきた(Dobell 2007)。今日でも、PIF
に加盟する 14 カ国の島嶼国のうち、中国と外交関係を有するのが 8 カ国、台湾とは 6
カ国と拮抗している。さらに、2000 年代に入ると、中国が経済成長を背景に太平洋地

域に進出し、海洋大国としての地位を高めようする外交姿勢を示すようになる。豪州

やニュージーランドと国内問題で対立していたフィジーに対して積極的な経済支援を

進め、またトンガやサモアなどのポリネシア地域に対しては国会議事堂や王宮などの

シンボリックな建造物の建設の支援を行い、同地域におけるプレゼンスを高めてきて

いる(Hegarty 2007; Hanson 2008; Kobayashi 2010; Welsley-Smith and Porter(eds) 
2010)。こうした中国の海洋進出の活発化は、太平洋を裏庭として安全保障政策の上で

重視してきた米国はもちろんのこと、資源を海外からの輸入に依存している日本にと

っても、資源供給地からのシーレーンの確保という視点から考えて、注視せずにはい

られない動きとなってきている。 
一方で、太平洋島嶼地域に対する資源の供給地という面で周辺ドナー国からの関心

も高まっている。従来も広大な排他的経済水域内を有することからマグロやカツオの
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重要な供給地であることは認識されていたが、近年ではパプアニューギニアの液化天

然ガス（LNG）の開発に代表される鉱物エネルギー資源の供給地として日本国内企業

も無視できない地域となっている。 
このように太平洋地域に対して日本をはじめとした国際社会から急激に関心が高

まってきた今日の現象について、「太平洋の陸地化」と名付け、21 世紀における国際

社会のパワーゲームの最前線となることを予測したにが、アジア経済研究所の塩田光

喜であった。彼は、2012 年 5 月の第 6 回太平洋・島サミットの期間に東京で開催され

たシンポジウム「21 世紀における太平洋の権力関係」の基調講演の中で、太平洋をめ

ぐるパワー構造が近年変容しつつあると主張した。 
塩田は、太平洋島嶼国に対する周辺諸国からの関心の高まりとともに、島嶼国自身

の国際場裏への積極的な関与を強めていく姿勢に注目し、その現象を彼の独自の平癒

的な言葉で表したのが、上述の「海洋の『陸地化』」である（塩田・黒崎 2012）。彼

は、20 世紀までの太平洋島嶼国は陸上の国土面積の狭隘性から「マイクロ・ステイツ」

として見做され、国際場裏や世界市場の周縁に位置付けられ、周辺ドナー国をはじめ

とした先進諸国から顧みられることがなかった。それが、21 世紀になり、太平洋島嶼

国が持つ地政学的位置づけと、その広大な海洋(排他的経済水域)から得られる資源に注

目され、むしろ国際社会において「グレート・オーシャン・ステイツ」と注目される

ようになったのである。このことは、今日の国際場裏における太平洋島嶼国地域が環

境問題や海洋問題等で積極的な意見を唱え、先進諸国と対等に分かり合っていた動き

からも明らかだろう。 
戦後太平洋をめぐっては米国・豪州・ニュージーランドという太平洋安全保障条約

（ANZUS）の秩序の下で安定してきたが、21 世紀に入り、海洋大国を望む中国が進

出してきたことにより、米国と中国という太平洋を挟んで対立する新しい二大パワー

が競い合う最前線として太平洋島嶼地域の重要性を指摘した。そしてこうした新たな

秩序の中で日本はいち早く、この最前線にある太平洋島嶼国との関係を強化すること

で、新たな秩序の中で重要な役割を果たせると主張している(Campbell 2010)。 
塩田はまた、黒崎との共著論文において、こうした 21 世紀の新たな秩序への適応

とその最前線にある太平洋島嶼国との関係強化の重要性は、既に周辺ドナー諸国は認

識していることを指摘した（塩田・黒崎 2012）。その背景には単に米中対立という安

全保障関係のみならず、広大な排他的経済水域を背景に、海底鉱物資源や漁業資源の

供給先という面の重要性も指摘している。このことを塩田は 1980 年代の「環太平洋」

の概念の中で空白とされた地域が、安全保障・資源開発の上で注目されていくという

意味で海洋の「陸地化」と名付けたのである。 
こうした太平洋島嶼国の重要性を強調する視点は、時をほぼ同じくして国際政治学

の分野からも指摘されるようになってきた。2012 年 12 月に開催された太平洋諸島学
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会の設立シンポジウムにおいて京都大学名誉教授の中西輝政は、太平洋島嶼国に向け

られた周辺諸国からの視線と、それを認識して国際社会の中でプレゼンスを高めてい

く島嶼国側の動きに着目し、この安全保障をめぐる動きを太平洋地域の「大陸化」と

いう称し、地政学的視点で考えることの重要性を述べた（太平洋諸島学会 2013）。そ

して、米中に代表される新旧の周辺大国からのアプローチを受けて、国際ルールに巻

き込まれる非「近代国民国家」である島嶼国と連携して、海洋秩序のレジームを作っ

ていく必要性を指摘している。 
このように、太平洋島嶼地域の重要性を指摘した塩田と中西に共通する視点を取り

上げるとするならば、「安全保障戦略（あるいは資源獲得競争）における周辺ドナー国

から向けられた太平洋島嶼地域への重要性の高まり」と、「太平洋島嶼国をめぐる新た

な秩序の中で、重要な局面を迎えている日本の外交政策」ということである。 
その一方で、両者はまた、太平洋島嶼国がおかれている国家としての脆弱性につい

ても危惧している。塩田は、太平洋島嶼国の存在感はますます高まると指摘しながら

も、その対象の中心は彼の中心的なフィールドでもあったパプアニューギニアを念頭

においていた。確かに海底鉱物資源の可能性はあるものの、当然ではあるが数万人と

いう人口のマイクロ・ステイツに対しては、むしろグローバリゼーションの中で「負

け組」として組み込まれていることを指摘している（塩田・黒崎 2012）。一方、中西

も太平洋島嶼国に対する注目は、あくまでも周辺ドナー国側の戦略や政策の中で生ま

れたものであり、島嶼国自身に対しては『非「近代国民国家」的島嶼国家』という言

葉が意味するように、欧米諸国が辿ってきた国家形成を経ていない脆弱性を認識して

いることは明らかだろう（太平洋諸島学会 2012）。 
 
 
４． 本報告書の構成 

 
本報告書は、2 年プロジェクトの 1 年目として、各委員が認識している太平洋島嶼

国地域をめぐる諸問題を取り上げ、その問題の中心となるポイントについて、基本デ

ータの紹介や今後の研究の課題に密接につながる事例研究という形で紹介した。 
 第 1 章は、本研究の対象地域である太平洋島嶼国をめぐる経済情勢の基本的なデー

タを提示すると共に、同地域が域内加盟国とどのような連携をとってきたか、また周

辺ドナー国との間で ODA を中心にどのような協力関係を築いてきたのかについて指

摘した。太平洋島嶼国は、限られた陸地面積と比して広大な開発の可能性に満ちた海

洋水域を有している。その一方で、人材や資金の欠如を補うために、地域間で協力し

て国際社会に取り組むための地域協力機関である太平洋諸島フォーラムを設立し、他

方で、旧宗主国との間では、自由連合協定の締結に代表される軍事面での協力関係や、
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政府開発援助（ODA）を通じた支援に国家財政の大部分を依存した状況にある。第 1
章では、こうした状況について、各国の特徴と、同地域ない及び周辺ドナー国との協

力関係について数字上のデータを用いながら説明した。 
 第 2 章は、太平洋島嶼国の一つであるフィジーの 2000 年代後半以降の軍事政権下

での動きについて時系列に沿って説明し、クーデタを通じて成立したバイニマラマ政

権と周辺ドナー国の関係を下に、フィジーの現政権が実施している政治改革の動向の

行方と、その一方で同政治改革に影を落としかねないフィジーの伝統的な社会制度の

影響など、同国が抱えている島嶼国に共有する国家としての脆弱性についても触れて

いる。第 2 章では、とりわけ 2006 年のクーデタ以降のバイニマラマ政権による政治

改革の動きと、クーデタというやり方を非難し、国際社会の中で制裁を加えてきた豪

州やニュージーランドと、これらのドナー国が距離を置く中で、バイニマラマ政権に

近づき、関係の強化を進めてきた中国政府の進出の動向について、年表形式にして各

国間の関与の特徴を示した。 
 第 3 章は、太平洋島嶼国の新たな秩序の構築に大きく影響する太平洋島嶼地域の鉱

物エネルギー資源の分布と可能性について考察している。太平洋島嶼国は従来目ぼし

い資源は漁業くらいで経済の上では、それほど重要視はされていなかった。ところが、

近年メラネシア地域での LNG や銅、ニッケルなどの開発が進む中で、日本や中国をは

じめとした周辺ドナー国からは資源供給先として注目されてきている。また、同島嶼

地域の排他的経済水域内に、レアメタルを中心とした莫大な埋蔵量の海底鉱物資源が

存在することが確認されることで、レアメタルを利用する周辺諸国で同地域への関心

が高まっている。第 3 章では、海底鉱物資源の調査を行ってきた本研究会委員が作成

したデータを下に、同資源の分布の現状と今後の島嶼国地域の鉱物資源開発の可能性

について述べた。 
 第 4 章は、日本が太平洋島嶼国に対して実施すべき有益な協力の在り方という視点

から、防災協力を通じた日本とソロモン諸島の事例について説明する。防災問題は、

気候変動問題との関係で日本をはじめとした周辺ドナー国においても重要な協力分野

として認識が高まっている。とりわけ、2011 年の東日本大震災を経験した日本にとっ

ては、同経験を通じて培った知識や技術は、同じ太平洋を共有し、地震や津波などの

災害の影響を受けやすい環境にありながらも、防災対策にまで十分な対策が採れない

太平洋島嶼国にとって有意義な協力分野である。第 4 章では、防災を通じた協力の一

例として、東日本大震災の経験がソロモン諸島の津波被害を最小限に留まることにつ

ながった事例を紹介し、太平洋島嶼国に対する日本からの効果的な協力の在り方につ

いて、経済援助の視点から指摘した。 
 第 5 章は太平洋島嶼国の法制度の課題を探る手がかりとして、パプアニューギニア

（PNG）の法制度について、とくに慣習法の現代的意義に焦点をあてながら、考察す
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る。イギリスそしてオーストラリアの植民地統治を経験した PNG はコモンローの伝統

を受け継ぐ一方、1975 年の独立時に制定された現行憲法は法制度の現地化を掲げ、コ

モンロー、独立前の法令、さらに慣習法からなる｢基層法｣の発展を司法および議会の

責務と定めたが、その構想が必ずしも成功していない点について先行研究と関係法令

の整理を行う。 
 
 
５． おわりに 

 
本稿では、研究会の中間報告ということであり、次年度の研究会や各自の調査を通

じて更なる分析を高めていく必要がある。また、本年度の研究会を進める中で、太平

洋島嶼国をめぐる諸課題のうち、いくつか重要な問題に手つかずであったことが認識

できた。 
一つは、太平洋島嶼国を国際場裏の中で最も注目させるに至らしめた気候変動問題

に関する島嶼国側の動向である。具体的には、1990 年代以降、太平洋島嶼国における

気候変動あるいは海面上昇の危機に直面する国としてシンボリックな報道されたツバ

ルをめぐる国際社会における関心の高まりと、それに対応して国際場裏で活動するツ

バル政府の取り組みについての分析は不可欠であろう。 
また、大洋州地域をめぐる新たな秩序の形成において、島嶼国側の認識については

フィジーの事例を用いながら分析できたものの、周辺ドナー国側の視点からについて

は十分に分析できていなかった。とりわけ、新秩序の担い手となり得る中国の認識と

共に、伝統的なドナー国として太平洋島嶼国にとっては PIF 加盟国である仲間であり、

かつ旧宗主国でもあった豪州の視点は認識しておくべきであろうと考える。さらに、

鉱物資源と並び同地域の重要な資源である漁業をめぐる問題についても、分析できれ

ば、資源争奪の最前線という部分をより明確に打ち出すことができると思われる。 
いずれにせよ、上記の問題に関しては、次年度に新たな委員を加えるか、もしくは

外部講師として上述の問題の専門家を招聘することで、各委員の研究課題を通じて指

摘できればと考えている。その結果、本研究の最終成果報告では、今日の太平洋島嶼

国をめぐる関心の高まりの背景と、それを受けての日本が島嶼国に対して実施できる

協力の在り方を提示していけるよう努めたい。 
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